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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：フィリピン共和国 案件名：地方自治体の観光統計に係る能力強化プロ

ジェクト  

分野：産業開発・公共政策 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：フィリピン事務所 協力金額（終了時評価時点）：約 2 億 2,000 万円 

協力期間 R/D：2008 年 12 月 

2009 年 4 月～2012 年 3 月 

（3 年間） 

先方関係機関：  

プロジェクト監督機関：観光省（DOT） 

プロジェクト実施機関：観光省（DOT）観光開発計

画局 

日本側協力機関：株式会社パセット 

他の関連機関：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）の開発計画「フィリピン中期開発計画

（MTPDP）」（2004～2010 年）において、観光産業は優先産業のひとつと明記されている。観

光省（Department of Tourism：DOT）は 2004 年に観光開発に係るアクションプランを作成し、

同プランに基づく観光開発を推進してきた。より現実的かつ効果的な観光開発計画を策定する

ためには、観光産業に関する正確なデータ・情報を蓄積し、分析することが不可欠だったが、

DOT において、主要な宿泊施設や飲食店等に関する情報を適時・適切に把握することが困難だ

った。さらに、地方自治体（Local Government Unit：LGU）では、観光産業振興・観光開発に

関する知識や経験が不足していることが多く、観光産業を担当する部署や職員が配置されてい

ない LGU も多いうえに、観光担当部署を有する LGU であっても、経験・能力不足が顕著であ

った。このような状況を踏まえ、フィリピン政府は、日本政府に対して、観光開発に関する専

門家の派遣を要請した。当該専門家は、2006 年度に DOT に派遣され、LGU 職員向けの基礎的

観光統計マニュアルの作成を支援した。この成果を踏まえ、DOT は、同マニュアルを活用した

研修を LGU 向けに開催し、DOT と LGU の協力関係を強化する等、DOT・LGU 職員に対する

能力開発に努めてきた。以上の経緯を踏まえ、フィリピン政府は、日本政府に対して、観光開

発計画に係る能力開発を目的とした技術協力プロジェクトの実施を要請し、本要請が日本政府

に採択されたことを受けて、JICA は事前調査を実施した。2008 年 12 月に討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）に双方が署名し、2009 年 4 月から 3 年間の予定で観光統計に関する LGU の

能力向上を目的とした技術協力プロジェクトが開始された。 

 

１－２ 協力内容 

本事業は、DOT との協力の下、観光統計に関する LGU の能力向上を目的として、観光統計

に係る研修及び観光計画（マーケティング及び投資戦略に係る計画作成を含む）に係る研修並

びに自治体の観光担当者向けのガイドブック作成、観光統計データの管理システムの作成、観

光統計マニュアルの改訂、各種研修教材の作成等を実施したもの。 

(1) 上位目標 

観光統計の記録、収集、普及に関する制度・メカニズムを改善することによって観光セ

クターが持続的に発展する 

 

(2) プロジェクト目標 

観光統計がデータの信頼性、正確性を担保した観光統計データがタイムリーに記録、収
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集、普及されるようにメカニズムを改善し、DOT と LGU が観光開発計画の作成に関する

能力を向上する 

 

(3) 成果（アウトプット） 

1) 次の分野に関する DOT と LGU の能力が向上する 

i)  観光統計〔LGU から DOT 本省（Department of Tourism Central Office：DOT Central）

における標準観光統計システムの確立を含む〕 

ii) 観光開発計画 

iii) 観光マーケティング・投資 

2) 自治体向けの観光統計マニュアルがアップデート・改訂され、観光統計、観光開発計

画、観光マーケティング・投資に関する研修モジュールが開発される 

3) 観光統計データベースシステムを確立する 

 

(4) 投入（終了時評価時点）総投入額：約 2 億 2,000 万円 

1) 日本側 

① 短期専門家派遣： 

4 人（総括/観光統計、観光開発計画、研修計画、マーケティング・プロモーション）：

35.96 人/月（2011 年 9 月時点） 

② ローカルコンサルタント： 

3 人のローカルコンサルタントが雇用され、プロジェクトで対象としている地域事

務所に配置された。 

③ 第三国研修派遣： 

15 人（終了時評価時点では予定） 

④ 機材供与： 

773 万 6,000 円 

⑤ 現地業務費： 

2,979 万 4,000 円（ただし 2011 年度の分は計画額を合算） 

2) 相手国側 

① カウンターパート（Counterpart：C/P）配置： 

プロジェクト・ダイレクター1 人、プロジェクト・マネジャー1 人、DOT 本省 2 人、

対象の 3 リージョン事務所から各 3 人（合計 9 人） 

② ローカルコスト負担： 

＜DOT 本省＞約 190 万円  

＜DOT リージョン事務所（Department of Tourism Regional Office：DOT Region）、州事

務所、市町＞ 

・研修参加者の交通費 

・モニタリング等のために必要となった教材や諸経費 

③ その他： 

・DOT 本省内におけるプロジェクトの事務スペース、必要なインフラ。地域事務

所におけるローカルコーディネーター用の事務スペースと必要なインフラ 

・LGU におけるモニタリング用の作業スペースやオフィス設備 
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２．評価調査団の概要 

調査者  

担当分野 氏名 所属 

団長 伊藤 晋 JICA フィリピン事務所 次長 

協力企画 名輪 大輔 JICA フィリピン事務所員 

評価分析 南村 亜矢子 合同会社適材適所 コンサルタント 
 

調査期間 2011 年 9 月 26 日～10 月 15 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 成果 1：観光統計、観光開発計画、観光マーケティング・投資の分野に関する DOT と

LGU の能力が向上する 

1) 研 修 

2011 年 9 月時点で基礎、上級、観光開発計画のすべての研修コースに参加したのは、

65 の市町と 11 の州である（合計 76 LGU）。プロジェクトでは、課せられた課題（宿題）

を活用して次の研修を実施するように構成されており、上記の 76 LGU はすべての条件

を満たし研修を完了した優秀な自治体であり、観光統計に関するさまざまな能力を強化

してきたといえる。 

2) 観光データ管理システム 

プロジェクト活動を通じて、観光統計として収集されるべきデータ項目が標準化され、

データフローも設計された。2010～2011 年 3 月までの記録によると、上記 76 LGU のデ

ータ提出状況も良好であり、プロジェクトで対象とした 3 リージョンについて、DOT 本

省は観光セクターの状況をプロジェクト開始当時より正確に把握できるようになったと

いえる。また C/P は統計データの収集方法に関する能力を強化できたといえる。 

3) 観光開発計画・プログラムへの統計の活用状況 

観光計画研修（Tourism Development Planning Training：TDPT）は、LGU がこれまで収

集してきた観光統計や観光資源インベントリーなどの情報を活用して、試行版観光開発

計画を作成するプロセスを体験し、その過程を通じてユーザーの立場から観光統計の意

義を理解することを目的として実施された。TDPT の結果によると、この研修に参加し

た LGU は、観光統計のその活用方法に関する理解を深めたといえる。現在 LGU は、収

集した統計や情報を活用して管轄地区の観光計画を策定している最中である。これまで

の活動報告によれば、76 の LGU は、試行版の観光開発計画を作成できると期待できる。

 

(2) 成果 2：自治体向けの観光統計マニュアルがアップデート・改訂され、観光統計、観光

開発計画、観光マーケティング・投資に関する研修モジュールが開発される 

2006 年に日本人専門家の支援によって DOT 本省で作成された観光統計マニュアルがア

ップデート・改訂され、データ収集、処理、分析、調査方法だけでなく、研修管理やマニ

ュアルのバージョン管理など DOT 本省が果たすべき役割もマニュアルでカバーされた。

改訂されたマニュアルをベースに研修モジュールが開発された。研修コースは、基礎、上

級、計画の 3 つで構成されており、各コースは集団研修、メンタリング、モニタリングが

1 セットとなっており、LGU が必要なスキルを身に着けられるように考えられている。ま

た、LGU のための観光開発計画ガイドブックも現在作成中であり、プロジェクト終了まで

に完成する予定である。 
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(3) 成果 3：観光統計データベースシステムを確立する 

アウトプット 3 では、エクセルで作成されたシステムを導入して、データ収集、データ

入力方法を標準化することを目的としていた。終了時評価時点までにデータ入力のための

標準フォーマットやテンプレートが作成され、基礎研修コースを受講したほとんどの LGU

で、その標準フォーマットが活用されている。観光データ管理システムはエクセルベース

で開発されて対象の市町、州事務所、リージョン事務所、DOT 本省に導入された。LGU

でインターネットへのアクセスがないところでは、紙ベースでのデータ送付を行っており、

州事務所がエクセルにデータ入力を行っている。 

 

(4) プロジェクト目標の達成見込み 

観光統計がデータの信頼性、正確性を担保した観光統計データがタイムリーに記録、収

集、普及されるようにメカニズムを改善し、DOT と LGU が観光開発計画の作成に関する

能力を向上する。 

プロジェクトで改善された観光統計のデータ収集、記録、報告に関するメカニズムは、

一連の研修及び専門家によるモニタリングにて効果的であると検証された。プロジェクト

活動ではデータ収集方法などが標準化され実践されてきたので、対象地区における観光デ

ータの信頼性はプロジェクト開始前と比較して格段に改善されているといえる。したがっ

て、DOT 本省では、以前よりも多くの観光統計データが集積されるようになっている。

TDPT に参加した 65 の市町と 11 の州事務所は、現在、観光統計について理解を深めるた

めに試行版観光開発計画の策定に取りかかっており、完了すればこれらの LGU は、観光

統計をベースとした観光開発計画策定の基礎的なプロセスを理解したといえる。TDPT を

修了した LGU は、プロジェクト開始前と比較すると観光統計に関する知識や能力を向上

させたといえるが、データ入力やエンコードの過程でミスが発生しており、データの正確

性については今後改善する余地が残っている。ただしプロジェクトで観光統計の知識やス

キルについて指導し始めてからまだ 2 年強しか経過していないことを考慮すると、C/P の

能力は十分強化されたといえる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、新しく策定された「フィリピン開発計画（2011～2016 年）」や「国

家観光開発計画（2011～2016 年）」と整合性を保っており、妥当性は高い。これらの政策

文書では、観光客の増加をめざすとともに、州・市町村などの LGU の観光開発に関する

計画、規制、指導面を強化して、LGU が有している巨大な能力を集結する必要性を提唱し

ている。また日本政府が策定した対フィリピン国別援助計画の重点開発課題の 1 つに「雇

用機会の創出に向けた持続的経済成長」が掲げられており、これを実現するためのひとつ

のアプローチとして投資促進が挙げられている。プロジェクトでは、LGU が観光開発計画

の試行版を作成する際に投資面の問題もカバーするため、プロジェクトは日本政府の援助

方針にも合致している。さらに、本プロジェクトの計画時にフィリピン政府はフィリピン

中部を観光開発の優先地域としていたが（スーパーリージョン構想）、現在でもその方針に

大きな変更はない。観光統計のデータは市町や州レベルで主に集計されるべきものである

ため、地方政府をターゲットとして観光統計に関する能力強化を図ったことは妥当だった

といえる。 
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(2) 有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。プロジェクト活動を通じて、強化してきた観光統計の

収集、記録、報告のメカニズムが一連の研修及び専門家によるモニタリングにて有効であ

ると証明された。また今後予定されている活動が計画どおりに修了すれば、すべての研修

コースを修了した LGU は、観光開発計画の試行版を策定する際に、観光統計をどのよう

に活用すべきかという基礎知識を習得するといえる。DOT 本省では、プロジェクト開始前

と比較すると、対象地区からより信頼性の高い観光統計を収集することができるようにな

り、これを国家観光開発計画に生かせるようになっている。全研修コースを修了すると思

われる 76 の LGU は、観光統計に関する基礎能力を強化したと判断できるが、LGU のなか

には、研修への参加意欲があっても首長や民間の宿泊施設から協力が得られず、継続して

プロジェクトが実施する研修に参加できない自治体もあった1。上述したように、観光統計

の概念を地方レベルに導入してからまだ 2 年強しか経っておらず、観光統計に対する意識

をこのような短期間で変化させることは非常に困難であったといえる。 

 

(3) 効率性 

本プロジェクトの効率性は高い。これまで投入の質・量は計画されたアウトプット（成

果）を生み出すためにほぼ十分であり、投入はプロジェクト活動に十分活用されてきた。

2010 年に実施された総選挙の影響を受けてプロジェクト活動は 3 カ月ほど遅延したが、そ

の後のプロジェクト関係者の努力によって、ほぼその遅延を挽回し、計画どおりにプロジ

ェクト活動は修了する見込みである。2006 年の日本の協力によって作成されたマニュアル

を今回のプロジェクトでも活用したことは、プロジェクトの効率性を促進した要因でもあ

る。さらに LGU がプロジェクトへの強い参加意欲を示したこともプロジェクトの実施を

促進した要因と考えられる。さらに、これまでのパフォーマンスを評価して 2012 年 2 月に

開催予定の全国観光会議のパネリストと第三国研修への参加者を選定するプロセスは、

LGU のインセンティブを上げていると考えられる。 

 

(4) インパクト 

本プロジェクトの上位目標は、観光統計の記録、収集、普及に関する制度・メカニズム

を改善することによって観光セクターが持続的に発展することである。プロジェクトでは

観光統計を今後より強化するためのベースを築きあげたと評価できる。将来、観光データ

の収集とデータ分析が適切に実施されれば、プロジェクトで強化された観光統計によって、

DOT 本省、リージョン事務所、LGU は観光客の動向をより正確に把握できるようになる

ため、長期的な観点から、信頼性のある観光統計は上位目標である観光セクターの持続的

発展に寄与するものと考えられる。短期的には、プロジェクト終了後、観光データ管理シ

ステムが他の地域に徐々に普及することが考えられる。これによって DOT 本省とリージ

ョン事務所では観光地の動向を把握できるようになり、データに基づいた観光開発計画を

策定できるようになる。観光統計基礎研修（Basic Tourism Statistics Training：BTST）に関

しては、DOT 本省が中心となって既に他のリージョンの幾つかの LGU に対して既に実施

しており、プロジェクトの効果は確実に他のリージョンにも波及すると考えられる。 

 

 

                                                        
1 基礎的な観光データは民間の宿泊施設からデータを収集する必要があり、彼らの協力がなければ、観光統計に関する活動が

限定されることになる。 
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(5) 持続性 

1) 政策・制度面 

フィリピン政府は依然として観光セクターを雇用創出と経済発展につながる重要なセ

クターとして認識している。また観光統計は、具体的でかつ実現可能な観光開発計画を

策定するために非常に重要であるため、DOT を中心として実施してきた観光データ管理

システムの活動は今後も良好な政策環境を得られると判断できる。制度面では、2009 年

に観光法が制定され、LGU は観光に関連した統計データの収集と DOT へデータ提出を

するように取り決められた。同法令は LGU から DOT へのデータ収集を促進すると考え

られる。また、法令に準拠して各 LGU は宿泊施設に対して LGU へデータ提出を義務づ

ける条例を発布することも可能である。これ以外にも、ホテル事業所が年次で営業許可

権を更新する際に、LGU へデータ提供を義務づけるよう条件を付加することも可能であ

る。データ提出が制度化されれば、DOT におけるデータ収集も以前よりは促進されると

考えられる。 

中央レベルでは、プロジェクトで開発した研修コースやマニュアル、ガイドブックが

公式に DOT のツールであると承認されることが望ましい。現在、DOT 本省では、DOT

が実施する観光研修においてプロジェクトによって開発された研修コース、マニュアル、

ガイドブックを活用する旨を記した省の通達を発出する意向を示している。この措置に

よって観光統計に関するプロジェクト活動を継続する制度的枠組みが整備されることに

なる。 

2) 財政面 

州・市町レベルにおいては、観光客調査に十分な予算が振り分けられるかどうかが重

要な要素である。この観光客調査は 3～5年に 1回調査を実施するよう提言されているが、

調査に必要な予算はそれほど大きくはないため、LGU にとって大きな負荷になるとは考

えられない。一方、中央レベルでは、観光統計に関する予算はそれほど多くを必要とし

ないため、問題なく予算措置が取られると考えられる。 

3) 技術面 

プロジェクトで改善された観光データ管理システムは、全研修コースを修了した州・

市町で今後も継続して活用されると期待される。DOT 本省では既に講師を派遣して、

BTST をプロジェクト対象外のリージョンで実施している実績があるので、今後も独自

で研修を実施できると考えられる。州・市町レベルでは、観光統計に関する活動につい

て、疑問があれば DOT 本省に問合せなどを行って、技術サポートを受けられるため、

プロジェクト活動で強化された能力（知識・スキル）は、今後も維持できると考えられ

る。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 効果発現に貢献した要因 

DOT 本省だけでなく、LGU においても首長の観光統計への理解が高い自治体において

は積極的に交通費等を負担して、本プロジェクトで実施した研修に参加するなど、全般的

に C/P の観光統計に関する関心やコミットメントが高かったといえる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 実施プロセスに関すること 

対象自治体の選定にあたって、LGU のなかにはプロジェクト活動への強い参加意思があ
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っても市町の首長が観光統計に理解を示さず、プロジェクト活動に参加できないこともあ

った。また基礎データをもっている民間の宿泊施設からの協力が得られず、データ収集が

進まずプロジェクト活動への参加意欲を削がれたケースも見受けられた。 

 

３－５ 結 論 

今後計画されている活動が順調に実施されれば、プロジェクトはその目標を達成できると期

待される。データ収集方法、データインプット、データ管理の方法などが標準化され、全研修

を修了した LGU とリージョン事務所、DOT 本省において観光データ管理システムが機能して

いるといえる。また、観光統計をベースとして観光開発計画を策定する基礎能力も強化された

といえる。プロジェクトの妥当性、有効性は高く、プロジェクトは効率的に実施されたといえ

る。DOT 本省は既に観光統計に関する研修を他の地域に実施しており、長期的にみれば、上位

目標である観光セクターの持続的な発展への第一歩となり得る。持続性についても確保される

と考えられる。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) プロジェクト期間中に取るべき措置 

1) 今後の活動について具体的な戦略とアクションプランについて議論すること 

プロジェクトで強化された観光統計に関する能力を維持するためには、実施してきた

研修を継続して実施し、内容についてレビューすることが重要である。そのためには、

既に DOT 本省で実施しているように、研修コースを継続して実施していくことがひと

つの方策である。したがって、プロジェクト期間中に、プロジェクトで強化した能力を

維持・向上させるために今後どのように研修コースを継続していくべきなのかを協議し、

具体的な計画を立案することが重要だといえる。 

 

(2) プロジェクト終了後にフィリピン側で実施すべき項目 

1) 研修コースやマニュアルなどの正式承認 

プロジェクト活動で開発された研修コース、観光統計マニュアル、ガイドブックは

DOT の正式なツールとして承認されることが期待される。現在 DOT 本省では 2012 年 2

月に開催する全国観光会議のあとに、プロジェクトで開発した成果品と研修コース等を

観光統計に関する活動に公式に活用する旨を記した省の通達を発行する予定である。こ

れによってプロジェクト効果の持続性を確保できる素地ができ、研修コースの全国展開

を後押しすることになるといえる。 

 

３－７ 教 訓 

(1) 集合研修とメンタリングやモニタリングを効果的に組み合わせて、知識やスキルの定着

を図ることは有益である 

プロジェクトで開発された研修コースは、集合研修、メンタリング、モニタリングで構

成されている。メンタリングセッションでは、講師側が研修に参加した LGU を巡回し、

研修生が集合研修でカバーした知識やスキルをきちんと理解しているのか、それらを与え

られた課題（宿題）を実施する際に適切に活用しているのかをチェックした。モニタリン

グでは、課題の進み具合が遅い LGU を中心に巡回し、指導にあたった。この仕組みによ

って研修生（自治体職員）が確実に研修についてこられるようにしていた。このようにメ

ンタリングやモニタリングのセッションを集団研修のあとに組み合わせて研修を構成する
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ことは、知識やスキルを定着させるために非常に有効である。 

 

(2) 作成されたマニュアルを実際の研修で活用し、マニュアルの使い方の指導と有効性の検

証を行うことは有益である 

本プロジェクトでは、プロジェクト実施期間の早い段階で、観光統計マニュアルの改訂

作業が行われ、このマニュアルをプロジェクトで実施した研修で実際に活用してきた。こ

の方法によって、研修生は、研修中にマニュアルの活用方法を理解でき、作成側では研修

生からマニュアルの使いやすさ等に関するコメントを得ることができた。このように研修

に先立ってマニュアルを作成し、研修実施期間中にマニュアルを活用することは、研修生

にとってもマニュアル作成者にとってもメリットがあるといえる。 

 

(3) 統計分野の能力強化をめざす分野では、実務面を優先したあとに概念面に焦点をあてる

と、研修生の理解をより促進できる 

本プロジェクトで開発された研修は、基礎、上級、計画の 3 つのコースに分けられる。

基礎編では、観光統計の概念から教えるのではなく、観光担当官が日常で必要とされる実

務面のスキルに焦点をあて、あとの計画編では改めて観光統計の意義、概念、活用方法を

教え、計画する立場から観光統計の意義を振り返る方策を取った。もし基礎編から観光統

計の意義や概念に焦点をあてていた場合、概念的な研修内容についてこれず、研修の意義

を見いだせなかった研修生もいた可能性がある。このように統計を扱うような分野の研修

では、実務面にまず焦点をあて、のちに統計の概念や意義を振り返り、基礎、上級、計画

をうまくリンクさせるように研修コースを組み立てることは、有益である。 

 

 

 

 


